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アメリカにおけるソーシャルメディアの選挙利用：民主主義の危機と弊害の

抑制

代表研究者 渡 辺 将 人 北海道大学大学院メディア・コミュニケーション研究院 准教授 

1. 背景

アメリカではオンラインの支持者ネットワーク作りを重視した 2008 年のバラク・オバマ（Barack Obama）

の大統領選挙以降、ソーシャルメディアが選挙に必須のツールとして定着している。選挙におけるニューメ

ディアについては、研究者や専門家の間でも解釈が異なるが、デニス・ジョンソンは, キャンペーン・ウェ

ブサイト、動画、動画をアップロードして共有する動画共有サイト、電子メール、携帯電話端末, ツイッタ

ー（Twitter）、ブログの他、ソーシャルメディア全般として定義している1。ニューメディアとして台頭した

インターネットが選挙に利用されるようになったのは 1990 年代初頭だが、ビンバー（Bruce Bimber）とデイ

ビス（Richard Davis）が指摘するように、インターネットが連邦公職選挙に本格的に浸透したのは 2000 年

であった2。1999 年に連邦選挙運動委員会（FEC）の決定で、大統領選挙においてオンライン献金に対しても

同額の公的資金を受け取ることができるようになり、オンライン献金へのインセンティブが格段に高まった。

インターネットは伝統的メディア報道のバイアスを介さずに、陣営のメッセージを選挙民に伝えられる点で

も画期的であった。フェン（Peter Fenn）やジャーマニー（Jule Barko Germany）の研究に見られるように、

若年層の動員研究にもニューメディア利用の研究が広がった3。

だが、2016 年選挙以降、ソーシャルメディアは「フェイクニュース」の流布を加速させ、かつては相手陣

営の批判広告に限定されていたネガティブ・キャンペーンも匿名で際限なく拡散する問題を顕在化させた。

アメリカでは 1996 年以降プロバイダ（ISP）の免責を定めた通信品位法 230条がネット空間の自由を担保し

てきたが、オンライン技術の予期せぬ応用には政策上の対応が追いついていない。また、2016 年アメリカ大

統領選挙においてロシアによるサイバー攻撃などの選挙干渉がドナルド・トランプ（Donald Trump）勝利に

影響を与えたとされる問題以降、主としてオンライン技術を介した外国勢力の介入も焦眉の課題となってい

る。外国からの介入を狭義の選挙に限定し、投票装置や票数の操作、陣営へのハッキングなどのサイバー攻

撃を注視するか、それとも世論形成など選挙前後の期間の政治過程全体への包括的な影響を含むかで定義は

揺れるが、本研究では主流メディアの影響範囲の限定化とソーシャルメディアの拡大というメディア環境の

変化の経緯、コロナ禍、分極化、移民社会の特性などが絡み合うデジタル技術の選挙利用の問題の所在と文

脈を確認した。2020 年の事例に絞って観察することで先行研究への貢献を目指した4。

2. オンライン技術の発展経緯

選挙へのデジタル技術を介した外国介入を可能としたソーシャルメディアの台頭は、アメリカにおけるマス

メディアの影響範囲の減退と呼応している。2017年調査によれば、アメリカでテレビを半数前後が視聴する

世代は既に 65 歳以上に限定されている5。2019 年調査では「政治ニュースの入手源」は、ソーシャルメディ

ア（18%）、ニュースサイトやアプリ（25%）、ケーブルテレビ（16%）、ローカルテレビ（16%）、ネットワーク

（13%）、ラジオ（8％）、活字媒体（3%）となっている。ソーシャルメディアで政治ニュースを得る層は 29

歳以下（49%）と 65 歳以上（3%）には世代差が浮き彫りとなっている6。こうした状況に至るまでのメディア

変遷を本稿では暫定的に４段階に分類する。

第１に、旧メディア全盛期である。途中、1950 年代に新聞からテレビへと中心的なメディアが交代したが

1990 年代までその影響力は維持された。政治広報的にも、選挙戦でテレビ広告（空中戦）に資金が注がれ、

広告制作者がコンサルタントとして議会や政権で発言権を拡大した。新聞もアジェンダ設定力は大きく、重

要なスピン操作対象であった7。

第２に、ネット黎明期（SNS全盛前夜）である。概ね 2000 年代半ば過ぎまでの期間で、1990 年代後半以降

にインターネットが日常化する一方、1990 年代に開局した FOX、MSNBC などのケーブルニュース専門局が存
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在感を増し、ネットワークは視聴率減少に転じた。1990 年代から堅調だったトークラジオはファン起点マー

ケティングとして後の YouTube などソーシャルメディア のサブスクリプション制度に親和性があった。ただ、

ネットは当時あくまで副次的な広報媒体で、連邦議員もウェブサイトを開設するだけでネットを広報戦略の

中心に据えなかった。オンラインの集票戦略は 2004年大統領選挙のディーン（Howard Dean）陣営の実験的

試み等を経て 2008 年に開花した8。 

第３に、SNS 拡大期（YouTube 台頭）である。2004年にデートサイトとして発案された YouTube は 2005年

から個人映像の動画掲示板のような使われ方で始動した9。歴史的な転換点は 2007年 12月のパートナープロ

グラム開始による本格収益化であり、これによりランダムな動画アップロードが繰り返される動画掲示板を

脱皮し、配信者が自身の魅力で登録者数を増やしコンテンツを定期配信するサブスクリプション制度が確立

し、YouTube が「番組」化した。アクセス数が飛躍的に伸び、広告収益面でも影響面でも次世代のテレビの

座を射程に入れるに至った。広告インターフェイスでもそれまで主流だったバナー広告に加えて 2008 年に動

画式の「プリロール」広告が登場する。YouTube 運営自身の目障りで浸透しないという予測に反し定着し、

選挙 CMのネット動画化を加速させた。2008 年大統領選挙では YouTube 利用が候補者の出馬宣言などに限定

されていたが、2012 年には広告のほか陣営のネガティブ攻撃返しやファクトチェックの「ラピッドレスポン

ス」でも多用され、選挙に欠かせないツールとなった。2020 年調査では約 4 分の１（26%）のアメリカ人が

「YouTube でニュースを得る」と回答している。YouTube には報道機関のチャンネル（49%）と独立系チャン

ネル（42%）が併存する。コンテンツではなく出演者の人物誘引（Personality-driven）番組が半分近く

（YouTuber 29%、公的著名人 15%）を占めており、独立系チャンネルの７割が人物誘引で試聴習慣を確立し

ている10。 

そして第４に、インフルエンサー期である。2010 年代に Twitter、Instagram など不特定多数のフォロワー

を増やすプラットフォームや TikTok のように短い長さのパフォーマンス動画を投稿する娯楽性の強いアプ

リケーションが浸透し、フォロワーの間でテレビなど主流メディアの著名人とは異質の知名度や人気を誇る

「インフルエンサー」が台頭した。インフルエンサーの商業マーケティング利用は 2010 年代前半から始まっ

ていたが政治転用がその後を追いかけた。芸能人が党派的なイデオロギー性を隠さないアメリカでは、政党

従来から選挙代理人（surrogate）戦略が存在し、著名人を選挙戦の広告塔に利用してきたが、これがかつて

のセレブリティ優先から、ソーシャルメディアで一定のフォロワー内で影響のあるインフルエンサーを重視

する戦略に移行しつつある。2018 年中間選挙では民主党下院選挙運動委員会（DCCC）がインフルエンサーに

報酬を支払って GOTV（直前動員活動）における動員メッセージ拡散させた。大統領選挙では 2020 年が本格

的インフルエンサー選挙元年となり、予備選ではブルームバーグ（Mike Bloomberg）、ブッカー（Cory Booker）

両陣営の積極的な利用が話題となった11。YouTuber の活用はアメリカ型選挙を率先輸入してきた台湾の選挙

が先駆的だったが12、選挙デモクラシー本家のアメリカでも YouTube や Instagram のインフルエンサー利用

が激増している。本来、インフルエンサーにとって特定の政党や候補者の色が付くことはフォロワーを減ら

す原因にもなるが、政治的な分断が激しい社会ではリスクにならない面もある。支持政党の異なるフォロワ

ーを繋ぎ止めることをはなから諦め、特定の支持政党を打ち出す方がファンの信頼を強めるものとするモデ

ルだ。台湾とアメリカでインフルエンサー利用が政治で浸透しやすいものとなっている類似点の背景と考え

られる。 

 

3.  2020 年大統領選挙の事例から 

 
2020 年にインフルエンサー利用がアメリカで加速した理由はコロナ禍である。ソーシャルディスタンスの

確保のため、選挙は相当程度オンライン化した。感染を深刻視した民主党は特にキャンペーン改革に熱心に

取り組んだ。夏の全国党大会も、民主党は限りなくオンライン経由となり、共和党も規模縮小を余儀なくさ

れた。総じて候補者集会も激減した。戸別訪問はソーシャルディスタンス原則で実施されたが、テキスト送

信などバーチャル接触を含むオンラインの集票活動が推奨された。民主党は戸別訪問の説得と動員の効果を

一部オンライン代理人戦略に代替させる、いわば空中戦と地上戦の相乗効果を狙うことを目指し、インフル

エンサー専門業者と契約してＳＮＳで力を持つインフルエンサーに協力要請を拡大した13。2020 年バイデ

ン・ハリス（Biden-Harris）陣営はデジタル戦略におけるプラットフォーム多元化を重視し、任天堂ゲーム

「Animal Crossing（あつまれ どうぶつの森）」、オンライン音楽対決「Verzuz」、メッセージ動画販売「Cameo」

公益財団法人電気通信普及財団 
研究調査助成報告書　第36号　2021年度



 

3 

 

14のほか、インフルエンサーの積極活用を課題に据えた15。Instagram で 612万人のフォロワーを誇るモデル

のインフルエンサーによるバイデンの孫娘２名とのライブ配信は話題となった。ライブ配信は編集済みの動

画アップロードとは違う一体感を醸し出す。1万人から 10万人のフォロワーを持つ「マイクロ・インフルエ

ンサー」は、エスニシティや信仰、利益団体などでセグメント化されたアウトリーチに最適だが、さらに小

さなコミュニティで支持されるフォロワー１万人以下の「ナノ・インフルエンサー」の効果はテキサス大学

の研究でも強調されている16。教会関係者などコミュニティリーダーの SNS は「ナノ・インフルエンサー」

としての価値が十分にある。対面効果を熟知する選挙現場は伝統的な戸別訪問を手放さないが、インフルエ

ンサーを利用したオンライン手法が「デジタル戸別訪問」として地上戦的な効果を補完することもコロナ禍

を契機に期待された。 

しかし、こうした新たなオンライン技術は、外国勢力の影響の浸透に対する脆弱性も強めている。黎明期の

オンライン技術は民主主義に正の効果を与える期待が強かったが、パン（Jennifer Pan）らによる中国政府

のネット検閲の研究が示すように、権威主義体制下では民主化に負の効果も与える17。中国は自国内のオン

ライン検閲とも異なる手法で外国への政治介入を実現している。元来アメリカはロシア型の遠隔介入よりも、

メディアや非政治部門での「交流」を梃子に世論自体に緩やかに影響を与える中国型の介入には脆弱な性質

がある。外国による選挙への介入についてアメリカ国家情報長官室（ODNI、以下 ODNI）は以下のように定義

している。選挙誘導（election influence）とは外国政府や外国政府の代理のアクターによる、アメリカの

選挙に直接、間接に影響を与えることを意図した工作活動で、工作対象には候補者、政党、有権者と彼らの

選好や政治過程が含まれる。他方、選挙干渉（election interference）とは、それよりも狭い概念で、選挙

人登録、投票と開票、結果発表など選挙の技術的側面に照準を合わせた選挙誘導で、選挙誘導の一形態とい

う位置づけである。 

2021 年 3月、ODNIは 2020 年大統領選挙についての報告書「2020 年連邦選挙に対する海外脅威」を発表し、

主要５点の知見を明らかにしている18。第１に、2020 年大統領選挙の投票過程における技術的な側面に外国

勢力が影響を与えた痕跡は見当たらなかった。第２に、ロシアのプーチン（Vladimir Putin）大統領が、バ

イデン（Joe Biden）候補に否定的な作用を与えてトランプ大統領を利するための工作を承認したとする見通

しを示した。選挙過程への公共的な信頼を毀損し、アメリカの社会と政治の分断を増幅することを狙いとし

ていたとみられる。しかし、2016 年とは異なり、電子インフラへの侵入を試みるロシアのサイバー攻撃は発

見されなかった。バイデンについての誤解の種になるナラティブを拡散することが意図されたとみられる。

第３に、イランもトランプ再選を挫くために多面的な工作に従事していた。しかし、それは必ずしもバイデ

ンを支援する工作ではなく、アメリカの分断を深めさせることに焦点が絞られていた。第４に、中国は大統

領選挙の結果をねじ曲げるための選挙干渉を展開したわけでない。中国政府は大統領選における介入工作の

実施は控えたとみられる。アメリカ政府はかねて中国がサイバー工作でスパイ活動を展開していると非難し

てきたが、2020 年大統領選挙では勝者がどちらになっても中国に優勢を確約するものではないと中国が判断

し、経済やロビイングを通じた影響の浸透に努めたとみられる。第５に、レバノンのイスラム教シーア派組

織ヒズボラ、ベネズエラ、キューバも小規模ながら影響を与えることを試みたが、多くは経済的な動機であ

る可能性がある。 

米司法省と国土安全保障省の合同調査でも概ね同様の結論を導いている19。米英の情報機関は 2020 年 8 月

の段階では、ロシア、イラン、中国が大統領選挙への介入を画策していると警告していたが、選挙の運営面

においてはトランプ陣営が主張した「不正選挙」に絡む関連性も報告されていない。しかし、ODNIの報告は

あくまで「干渉」「介入」を狭く定義した際の結論であることも事実である。ブルッキングス研究所のウエス

ト（Darrell West）、アトランティック評議会のブルッキング（Emerson Brooking）、元 NSAでハーバード大

学のモリウチ（Priscilla Moriuchi）らの知見を総括した外交安保専門ジャーナリストのカービー（Jen Kirby）

は、中国型介入にはロシア型のハッキングの手法を模倣するような動機はないと論じる。ブルッキングによ

れば、中国はアメリカの「干渉（meddling）」概念を逸脱した方法でアメリカ国内での影響を拡大しており、

偽アカウントや bot製造に依存しない多層的な力を保持している。中国がアメリカに応戦する上で Facebook

のページを偽造するような真似は不要だとカービーは指摘する20。中国はトランプの再選を望んでいたわけ

ではないと ODNIも予測しているが、特定候補への支援やハッキングが主目的でなかっただけで、既存の干渉

概念上、ロシアよりも脅威度を低く見積もられている可能性がある。むしろ中国の工作の主眼は大統領選挙

年の政治過程の力学を梃子にアメリカ国内の政策環境を中国に有利に誘導することだったとみられ、トラン

プ大統領の香港、中国発のアプリ TikTok、南シナ海への言動には特に過敏に反応したことが指摘されている
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21。アメリカ人の 91％が中国からのサイバー攻撃を深刻な問題と捉えている（そのうち 65%が「極めて深刻」

と回答）が22、ロシア型が選挙結果を操作する短期の「干渉」に傾く中、中国型はモリウチが示唆するよう

に「長期戦（the long game）」に取り組んでいる点に違いがある。2020 年大統領選挙期、中国は 2019 年夏

以降の香港民主派のデモ、欧米メディアの報道が喧しくなった新疆ウイグル自治区の人権問題、そして新型

コロナウイルスの３つについて中国の国益に合致する国際世論の形成を追求したが、米メディアの当該ニュ

ースの報道量を減じさせアジェンダ化させない工夫、コロナ発生時に情報隠蔽とされた印象を感染対策の勝

者へと転換させる試みも顕在化した。大統領選挙年には争点のアジェンダ設定が世論を牽引するが、国内の

種々の事件や党派分断も当然その過程に影響を与える。特に 2020 年ではトランプ政権下の政治分断、黒人を

めぐる人権差別の歴史的問題、コロナ禍など介入の梃子になり得る国内問題に事欠かなかった。 

 

4. 今後の懸念と課題の深層 

 

今後の懸念要素に外国勢力がアメリカ国内に流通する陰謀論をオンライン経由で間接的に利用する危険性

もある。2019 年 12 月調査ではアメリカ人の中で新型コロナウイルスが人工的に製造されたという説を耳に

する割合は旧メディアやニュースのウェブサイト利用者よりも SNS利用者が多く、「頻繁」（26%）と「多少」

（54%）合わせて８割に達していた23。YouTube で最も視聴されているニュースチャンネル上位 100 の中で Q

アノンやその他の陰謀論について「言及している」割合は、報道機関チャンネルが 2%、YouTube独立系が 21%

で、主に Q アノンや陰謀論だけを扱うチャンネルが 14％も存在した24。アメリカ国内で陰謀論を流布する

YouTuber を間接的に教育してインプットを重ねれば、あるいは移民を介して YouTuber を長期的に育ててそ

の中に陰謀論を仕込んでいけば、「陰謀論世論」を特定の外国勢力を利する方向で操作することも可能では

ある。陰謀論の洪水で民主主義の機能不全を増す目的でも十分に効果がある。 

本稿で概観してきた選挙への外国介入はオンライン時代に焦眉の課題であることは自明だが、他方でアメ

リカの政治現場では検証や対策が進みにくい独特の事情も存在する。 

 第１に検討する問題の取捨選択をめぐる党派性の弊害、すなわち脅威対象により政党対応に濃淡がある問

題である。民主党が海外介入問題に注目した原因は、2016 年大統領選でのロシアの介入だった。民主党はト

ランプ攻撃の一環でロシア関連の疑惑解明に全勢力を傾け、中国や他の国からの介入は関心外になりがちだ

った。2020 年選挙でもコロナ禍以前はロシア警戒を主眼に対策を施した25。例えば、2 月の民主党アイオワ

党員集会では電話通話による「バーチャル党員集会」が中止された。州委員会が参加率（投票率）上昇のた

め設計した新制度だったが、民主党全国委員会は通信の安全が確保できないと判断した26。しかし、新型コ

ロナウイルスの蔓延で、一転して全国委員会と陣営幹部と活動家の連携会議では Zoom も明確な基準なしにラ

ンダムに導入されるなど、オンラインへの許容基準は曖昧化した27。 

 第２に、再選が至上目的の公職者である議員に、集票に効果的な新技術を規制させることがそもそも困難

なことである。政治家は再選に有効なテクノロジーを抜け駆け的に使用を目論むため、規制には後ろ向きに

なる。規制が強化される前に駆け込み的に合法なうちに果実を得ようとするのはビジネスと同じ心理である。

選挙に便利だが外国勢力の介入に脆弱な可能性があるテクノロジーが存在したとき、後者の害が明確に実証

できない限りは前者の利益を優先する。議員で構成される議会に対策の主導権を委ねることの弊害の一つか

もしれない。 

第３に、インフルエンサー・マーケティングの政治利用に管轄上、概念上、明確な規制が存在しないことだ。

2021 年春時点で、連邦取引委員会（FTC）はガイドラインを示しているが商業利用のみで、選挙について管

轄する連邦選挙委員会（FEC）はガイドラインを示していない28。プラットフォームは政治広告を禁じる動き

が主流だが、そもそもインフルエンサー・マーケティングは「広告」ではないふりをして購買欲を掻き立て

るステルスな広告案件式の「コンテンツ」であり、規制に従来の「政治広告」の概念を当てはめること自体

が時代遅れの感がある29。YouTuberには顔を出さない人物もいるし、声だけのCGアニメーションも存在する。

サイバー上の人格についてはアカウントの主が実在しているのかどうか一般の有権者には判断がつかないし、

責任も不明確だ。外国勢力が実在のアメリカ人インフルエンサーを間接的に外から育てることも容易である。

分断を外部から煽る上で効果的なツールにもなり得る。オンライン化が進むほど、有権者が知らない間に姿

の見えない主体が世論を形成することができる。 
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第 4に、「言論の自由」問題である。外国勢力の影響への対処方法としてアカウントやチャンネルの停止が

あるが、過度な検閲は自由社会の首を締める。特定の外国の意向に親和的な YouTuber やサブリミナルに特定

の国への批判の矛先を逸らす協力をするインフルエンサーを規制するのは不可能だ。プラットフォームの存

在は過渡期にある。かつて YouTube 運営が、LGBT を中傷する保守系 YouTuber についてアカウント停止の要

件を満たさないと擁護して批判を浴びた問題も起きたが、後に収益化が停止された。この種の事案の蓄積が

プラットフォームに編集権と判断権を付与し GAFAの力を強めた。2021 年 1月の連邦議会乱入事件における

Twitter と GAFAのトランプのアカウント停止、「パーラー」凍結はその延長にある。トランプ自身が差別的

言動で、自らアカウント停止を正当化する空気を育ててしまったことは皮肉であるが、バイデン政権下での

GAFA 規制の行方もオンライン世論と政治過程への外国介入を占う鍵になる。 

 

5. 暫定的な総括 

 

アメリカの政党や候補者は選挙キャンペーンを通して、政治の周辺にいた有権者グループを次々と選挙に

参加させ、アメリカ政治の民主化を促進してきた。多様なアメリカの有権者集団の「連合」を形成し、暫定

的とはいえ、また政党内とはいえ「統合」させる過程で、選挙キャンペーンが及ぼしてきた意味は無視でき

ない。しかし、そうした新しい有権者の動員は、対立を煽りながらイデオロギー的分極化の中で行われてき

た。その意味で、選挙キャンペーンは、政党内で有権者間の結束を築く一方で保守とリベラルの分極化を増

す二面性を有している。オンライン技術の浸透も同様の二面性を持っているが、問題の克服にはより困難な

状況が立ちはだかる。コロナ禍に選挙陣営や支援団体の会議はオンライン化したが、対面や旧式の電話会議

に比べると、パスコードが参加者から流出すれば誰でも世界中から「覆面参加」が可能になった。選挙技術

進歩が民主主義における諸刃の剣であることは今に始まったことではないが、分極化を増幅する主体と意図

がオンライン化の中でボーダレス化しつつあり、アメリカの選挙当事者は短期的には問題の歯止めに脆弱さ

を露呈している。 

メディア不信が蔓延する以前は、メディアのアジェンダ設定力が歯止めの鍵だった。皮肉にも主流メディ

アの衰退は、間接的に外国勢力のアメリカの政治過程への介入への防波堤を崩す効果をもたらしてしまって

いる。民間インフルエンサーは地域の活動家でもなければジャーナリストでもなく政治的な責任は負わない。

広告の出資元や背後の意図に深く関心を及ぼせることもない。本稿で概観したように、オンラインを介した

外国勢力からの政治介入に関しては、民主主義と移民社会に二重の脆弱性が潜んでいる。その意味でアメリ

カは民主主義で自由で開放的な性質であるがゆえに権威主義体制の国からの侵入を遮断することができない

ジレンマが存在し、アメリカの移民社会の縦割りのエスニックメディアの隙間にデジタル技術を駆使したシ

ャープパワー戦略は滑り込む度合いを強める可能性がある。ポリティカル・コレクトネスから異なる民族や

宗教のエスニックメディアには踏み込まないアメリカ社会の流儀が外国メディアへの警戒感を下げる一方、

個人のインフルエンサーの背景やリツイートともなるとデジタルリテラシー醸成による抗体の育成の難易度

はより高い。外国介入を狭義のサイバー攻撃に限定せず、長期的な内部浸透の視点からも包括的分析が求め

られている。 
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